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をもつものであるので法的根拠を示す必要がある。法的根拠にふれることにより学校教育

法第１条に規定してある９つの学校のうち「栄養教諭を置くことができる」学校を確認する

ことができるのである。そこで、「学校教育法第１条」でいう各学校段階での「目的」と「目

標」の連続性をみる必要がある。まず、はじめに教育基本法の前文を栄養教諭の視点でみる

必要がある。たとえば、「世界の平和と（省略）願うものである。」という条文から、我が国

は食料自給率が低いため海外からの食料輸入に頼わざるを得ない現状がある。したがって、

この「世界の平和」は我が国にとって必要不可欠な条件になることを栄養教諭を目指す学生

であれば認識すべきである。また、「伝統を継承し新しい文化の創造を目指す教育」から、

栄養教諭として「食」に関する「文化」つまり、「和食」の継承を重要視し、さらなる「和

食」の発展につながる「食育」を推進することである。そして、「心身ともに健康な国民の

育成」はまさに栄養教諭に課せられた使命であると捉えることができる。

この根本的な法を下に学校教育法に規定されている各学校段階の教育の「目的」を分析す

ることができる。幼稚園では「義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして幼児を保

育し」とある。小学校になると「義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なものを施

す」としている。中学校では「義務教育として行われる普通教育を施す」となり、小学校の

「基礎的なもの」の一節がなくなる。高等学校になると「高度な普通教育及び専門教育を施

す」となり、「普通教育」の内容が高度になってきていることがわかる。また幼稚園から高

等学校までに共通することとして「心身の発達に応じて」がある。つまり、栄養教諭として

児童生徒の心身発達の段階をどのように捉えて食育を推進するかは極めて重要である。そ

こで、栄養教諭として「心身の発達」について「大脳がどのように発達するのか」「子ども

はどのようなプロセスで言語を習得していくのか」「子どもの知能はどのように発達するの

か」「子どもはどのようなプロセスで自己実現を目指すのか」などを学習することは当然の

こととである。

次に先ず食育基本法の前文を分析することが重要である。その中で、特に「生きる力を身

に付けていく」の「生きる力」についてはご存知のとおり学習指導要領でより一層育むこと

を目指していることは明白である。そのためには「食」が重要であり「食育を生きる上での

基本であって知育、徳育及び体育の基礎となるべきもの」と位置付けている。そして「心身

の健康を増進する健全な食生活を実践するために（省略）国民運動として」取り組むことが

重要である、と示している。そこに栄養教諭が深く関わるわけであって、その職責は極めて

重みがあることを学生はしっかりと受け止めるべきである。食育基本法第１条の目的のな

かに「現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活（省略）の実現」があり、これは日

本国憲法第２５条の生存権の保障からきていると考える。第２条から第８条の基本理念に

基づいて第９条から第１３条で国などの責務が求められている。また国や地方公共団体等

は推進会議を開催して食育推進計画を策定し、第１９条から第２５条の基本的施策の下、食
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性を発揮し、「どのように」では教師としての専門性を発揮するのである。そして、最終的

に児童生徒が「どのように変容」したかを栄養教諭の視点で見極められるようになることを

期待するところである。

３ 「教育原理」の取組

教育原理では８回の授業が行われ、教育制度や教育理論を中心に学ぶ科目であり、教諭を

目指す学生にとっては基本的な内容であり、これを習得することは重要である。日本の教育

制度を考える際、学校教育、家庭教育、社会教育の３つの教育をあげることができる。教育

基本法では「生涯学習の理念」が掲げられた上で学校教育、家庭教育、社会教育が推進され

るよう記述されている。

学校教育制度では日本国憲法第２６条において「ひとしく教育を受ける権利を有する」と

「その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育はこれを無償とする。」

とあり、教育の機会均等と義務教育について規定している。これをうけて教育基本法第４条

で「教育の機会均等」を原則として「教育上差別されない」としている。また今日、国及び

地方公共団体の義務として障がいのある者に対してグローバル化が進む中、インクルーシ

ブ教育が推進されることは当然のことである。義務教育の無償制度に関しては、教育基本法

第５条で「国・公立学校は授業料を徴収しない」と規定されている。教科書については「義

務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」によって、義務教育諸学校では教科書

は無償とされている。義務教育を受ける権利を有する子女についての規定は、学校教育法第

１７条で示しており、我が国では「児童生徒の年齢」によってその期間を規定している。さ

らに学校制度における学校の種類が学校教育法第１条に明記されている。また教科書の性

格についても理解する必要がある。今現在、教科書の改訂が行われており、栄養教諭として

各教科書がどのように改訂されているかを認知するべきである。特に家庭科、保健体育、特

別活動の学習内容については食育に関連する内容があるので熟知しておくことが必要であ

る。  

学校教育と社会教育との関係については、学校教育法第１３条で「学校教育上支障がない

限り、学校には社会教育に関する施設を附置し、（省略）社会教育その他公共のために利用

させることができる」とし、社会教育法第４４条では「学校の管理機関は学校教育上支障が

ないと認める限り、その管理する学校の施設を社会教育のために利用に供する」ことを示し、

学校教育と社会教育の関連について記している。これによって栄養教諭が学校の施設を活

用して地域コミュニティー活動で食育を推進することが期待される。

次に、栄養教諭制度の概要を知ることは栄養教諭を目指す者として当然認識すべきこと

である。また、この制度が設置された背景には本学の先生方の弛まぬご尽力があり、本学に

学ぶ学生はそのことを誇りに思うとともに重責を感じる立場にある。改めて栄養教諭制度
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平成２９年度に農林水産省が発表した「食育推進施策」（食育白書）では、食育推進施策

の目標と現状に関する評価において６項目の数値が下降している。とりわけ「主食・主菜・

副菜を組み合わせた食事を 1日２回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合」や「地域や家

庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作業等を継承し伝えている国民の割合」などが３ポ

イント以上下がっている。また「朝食を欠食する子供の割合」や「学校給食に地場産物や国

産食材を使用する割合」も悪化している。こうしてみると、改めて食育の推進について再考

する必要があると考える。

そこで、新しい学習指導要領についてみることにする。小学校の総則では「栄養摂取の偏

りや朝食欠食といった食習慣の乱れ等に起因する肥満や生活習慣病、食物アレルギー等」の

文言が新たに加わり、このことへの指導が求められている。また「体育科、家庭科などの他

教科との関連と学校教育全体で取り組むこと」が新たに明記され、栄養教諭の職務が重視さ

れていることがわかる。小学校家庭科の学習指導要領解説では「必要に応じて栄養教諭や地

域の人々等の協力を得るなど食育の充実を図る」と記述され、栄養教諭の活躍が期待される。

また小学校特別活動の学習指導要領解説では「給食の時間を中心としながら健康によい食

事のとり方など望ましい食習慣の形成を図るとともに食事を通して人間関係をよりよくす

ること」が加筆され、給食の時間の指導の重要性を訴えているとともに、「食に関する指導

の全体計画」を作成するよう指示している。そして、給食の時間の指導を行うには「適切な

給食時間を確保」することが新たに明記され、給食の準備や片付けについても計画的・継続

的に指導することを重視している。これは学級経営や生徒指導につながる指導であり、食育

を学校全体で取り組む理由がここにあると考える。さらに「心身の健康、自然の恩恵への感

謝、食文化、食料事情についての指導は栄養教諭の専門性を生かしつつ」と記述され、栄養

教諭が栄養士としての専門知識をしっかりと身に付けることを重視している。

次に、「食に関する指導の手引き」をみることにする。学校における食育を推進するにあ

たり、６つの食に関する指導の観点を踏まえて学校全体を通じて総合的に推進することを

提示している。そして、全体計画に掲げることが望ましい内容を記して、全体計画を作成し

て指導するよう提言している。その際、栄養教諭に期待される役割も述べられており、改め

て栄養教諭の職責の重要性を認識する。

最後に「学校における食育の取組」について考える。まず「食育の全体計画と年間指導計

画」を作成し、教職員に示すことによって共通理解を得る。さらには「食に関する指導の手

引き」のうち、各教科に関連する内容を教科担当の教員に印刷・配付して読んで実践しても

らうなど、教員に食について関心をもってもらう。児童生徒には兎に角より具体的で身近な

例をあげ目標を立てさせる。また給食時間をしっかり確保した上で給食の時間の指導を充

実したものにする。養護教諭と協力して肥満への具体的個別指導として、たとえばその子ど

もが一日に食した内容をデータ化して本人や保護者に提示して指導の材料にする。
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相通ずる点ではないかと考える。学生の中には筆者に対して質問をしてくる者もいて、その

質問に対して次の授業の時に回答した。学生はよく聞いたり見たりして前回の学習がより

深まったと考える。このような授業の「振り返り」もまた教育実習の時役立つと考える。授

業では、必ずこの「振り返り」の時間を確保して記述させ発表させることによって学習内容

が確認でき定着できると考える。この「振り返り」はまた別の側面を表すことがある。それ

は、学生の栄養教諭への意気込みをみることができるということである。たとえば、「～を

さらに学習して栄養教諭になりたいです。」と言うようなことを書く学生もいて、栄養教諭

への意気込みの高まりなどが読み取れるのである。その反面、教育実習に向けて不安をのぞ

かせる学生もいて、そのような学生へのアドバイスの材料にもなることがある。

おわりに

このような授業の取組は 4 月当初に学生が栄養教諭についての理解が不十分であったこ

とに対して、それを少しでも補い栄養教諭を目指すモチベーションを高めようとするもの

である。学生のアンケートの内容をみると、たとえば「振り返りのところで授業内容につい

ての疑問を記述したことに対して、次の時間に詳しく回答してくれたことは分かりやすく

て授業内容の理解に役立った。」、「授業中に具体的な事例を示してくれたのでわかりやすか

った」等の記述があり、学生の栄養教諭を目指す意識づけに役立ったのではないかと考える。

特に、授業方法については、学生の教育実習での授業の進め方を念頭に入れて取り組んだも

のであり、少しでも学生が行う教育実習での授業づくりにつながり役立つものになってい

くことに大きな期待を寄せるところである。
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